
１．事業者の概要 　　　　　（令和  3 年  5  月 1 日現在）

株式会社　　オムエル

役 職 名 代表取締役社長 氏　名 黒本　正雄

〒７３１－０１３8　広島県広島市安佐南区祇園５丁目２番４５－３０３

介護保険法による居宅介護支援事業

平成 １３ 年 １０ 月に設立。

2．事業所の概要

オムエル居宅介護支援事業所

〒７３８－０００１　広島県廿日市市佐方２丁目１１番１８号

竹本　智彦

利用者の選択に基づき、適切なサービスが提供されるよう各関係事業者と連携を図り

ながら援助を行います。また利用者の人格、意思を尊重し､常に利用者の立場に立ち､

提供される指定居宅サービス等が特定の種類､又は定特の居宅サービス事業者に不

当に偏する事のないよう公正中立に行います。

3．事業所の職員体制

1　名 従業員の管理及び業務の一元管理

２　名 居宅介護支援の提供

５　名 居宅介護支援の提供

4．事業の実施地域

廿日市市　広島市

5.営業日時

 ０８２９－３０－３３３１

所　　在　　地

連    絡    先

所　 在　　地

実　施　地　域

営　　業　　日 営　業　時　間 夜間､休日､緊急時における連絡先

月 曜 日　～　金 曜 日 ９時００分～１８時００分

管　理　者 介護支援専門員

介護支援専門員 介護支援専門員

主任介護支援専門員 介護支援専門員

3472700362

管　　理　　者

事　業　目　的 居宅において要介護状態にある対象者に対し適切な居宅介護支援を提供致します。

連　　絡　　先

資　　　　格 常　　　　勤 非　常　勤 事　業　内　容

重要事項説明書

事　　業　　者

代　　表　　者

T E L ： ０８２－８７４－８１５２　  　F A X ： ０８２－８７４－００７０

事　 業  内 　容

事 業 所 設 立

事　　業　　所

T E L ： ０８２９－３０－３３３１　  　F A X ： ０８２９－３０－３２２１

事 業 所 番 号

運　営　方　針

職　　　　種



１２月３１日～１月３日は休日とします。

6.サービスの内容

(1) 担当ケアマネジャーが利用者の要望を聞き、心身の状況に合わせてサービスの種類や利用回数､

  　 またそれらの組み合わせを考え居宅サービス計画書を作成します。

(2) 関係する事業者と利用者､及び家族とサービス担当者会議を開きます。

(3) モニタリングを行い、変化に応じて居宅サービス計画書の変更を行います。

7．居宅介護支援の流れ

居宅介護支援提供の統一した流れは以下のとおりです。

自宅に訪問し介護保険の説明を行うための日程調整をします。

介護保険制度の説明、申請等の手続き､サービス種別の説明､負担部分についての説明等を行います。

重要事項、個人情報の取り扱いの説明､及び居宅介護支援の契約を行い､行政機関への届け出を行います。

介護保険を利用に至った経緯や介護保険制度の利用によって改善したい課題（主訴）の聴取､保険証の確認､

家族構成、経済状況、他の制度の利用の有無、その他､緊急連絡先や既往歴､生活歴等をお聞きします。

アセスメントから得た情報をもとに課題抽出し､居宅サービス計画書を作成します。

その際には､区分支給限度額や軽度者の利用制限等を考慮した計画書の作成に努めます。

介護保険施設等からの退所、医療機関からの退院に向けて居宅介護の情報の入手を行います。

利用者､家族とともに､サービス事業者を選定し、利用実施に向けての調整を行います。

利用者､家族､またサービス事業所の担当者と最終の合意のためのサービス担当者会議を開催します。

月１回以上訪問し､心身の状態観察、支援事業者の計画状況、援助内容の適正化の把握に努めます。

毎月月末に､利用した援助内容に対し適正な点数を確認し､翌月１０日までに国民健康保険連合会に

給付管理費を提出します。要支援者の利用の場合は地域包括支援センターに提出します。

心身の著しい機能変化により介護度を変更する場合の申請、認定更新のための申請を代行致します。

入所希望の際には､介護老人福祉施設、介護老人保健施設等の施設の照会を行います。

要支援者､事業対象者への予防支援は管轄する地域包括支援センターの委託により連携をもって実施します。

8．訪問頻度の目安

毎月1回以上訪問します。

要支援者､事業対象者の場合は3か月に1回以上訪問します。

9．身分証明書の携行

　 介護支援専門員は常に身分証明書を携行しています。

更 新 手 続 等

施 設 の 照 会

介護予防利用

担 当 者 会 議

モ ニ タ リ ン グ

給　付　管　理

居宅サービス

計画書の作成 

情 報 の 入 手

事 業 者 調 整

課題分析
（アセスメント）

相 談 受 付 地域包括支援センター、病医院などの医療機関からの依頼や、利用者､またその家族からの相談を承ります。

日 程 調 整

制度の説明

契   約   等



　 利用者やその家族から身分証の提示を求められた際は､社員証､介護支援専門員証を提示します。

10．公正中立なケアマネジメントの確保

（１）　利用者は複数の居宅サービス事業所等の紹介を求めることができます。

（２）　利用者は居宅サービス計画に位置付けられたサービス事業所等の選定理由を求めることができます。

（３）　前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与

 　　　 各サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合を示すよう努めます。

11．緊急時における連絡

　　(1)　訪問した際、利用者が怪我や疾病などにより緊急を要するような状態で､医療機関に搬送しなければなら

　　　ないと判断した場合には、家族への連絡前に緊急対応することがあります。

　　　　 上記の場合、緊急対応のあとで家族又は緊急連絡先に連絡します。

　　(2) 高齢者虐待防止法に掲げる、虐待または虐待の恐れがあると判断したときは利用者の管轄する地域包括

 　　　  支援センターに連絡します。

12．利用料金

　　（１）利用料金（居宅介護支援費）は別紙の通りとなります。

13．サービス内容等に関する苦情・相談について

　　サービスの内容等に苦情・相談がある場合は下記の窓口にご連絡ください。

【株式会社オムエル】 所在地

オムエル居宅介護支援事業所広島県廿日市市佐方２丁目１１－１８

管理者　竹本　智彦 TEL　0829－30－3331　ＦＡＸ　0829－30－3221

受付時間：月曜日～金曜日　9時00分～18時00分　　　

時間外は転送電話にて対応致します

【国民健康保険連合会】 所在地

広島県国民健康保険 広島県広島市中区東白島町19番49号　国保会館

団体連合会介護福祉課 TEL　082－554-0783　　ＦＡＸ　082－511-9126

受付時間：月曜日～金曜日　8時30分～17時15分　　　

【廿日市市役所】 所在地

廿日市市健康福祉部 広島県廿日市市新宮一丁目13番1号

高齢介護課 TEL　0829－30－9196　　ＦＡＸ　0829－20－1611

認定・指導係 受付時間：月曜日～金曜日　8時30分～17時15分



※各単位数に地域区分（7級地：10.21円）を乗じた金額となります。

※　当事業所が運営基準減算に該当する場合は､上記金額の70/100となります。また､特定事業

　　所集中減算に該当する場合は､上記金額より200単位(約2,0４２円）を減額することとなります。

※　（利用料について､事業者が法定代理受領を行わない場合）上記に係る利用料は､全額をいっ

　　たんお支払いいただきます。この場合､「サービス提供証明書」を交付しますので､「領収書」を

　　添えてお住まいの市町に居宅介護サービス計画費の支給申請を行ってください。

居宅支援初回加算 １．新規及び要支援から要介護に移行した場合

３００単位 ２．要介護状態区分2段階以上変更時

居宅支援退院・退所加算 1回につき　入院（所）中1回限度

Ⅰ１･･･４５０単位

Ⅰ２･･･６００単位

Ⅱ１･･･６００単位

Ⅱ２･･･７５０単位

Ⅲ　･･･９００単位

通院時情報連携加算

５０単位

居宅支援緊急時カンファレンス加算

２００単位

ターミナルケアマネジメント加算

４００単位

特定事業所加算Ⅱ

４２１単位

　　　　　　　　要介護区分
　
取扱い件数区分

要介護１・２ 要介護３～５

居宅介護支援費Ⅲ
４２２単位

介護支援専門員1名に
つき担当件数が40人未満

居宅介護支援費Ⅰ
１，０８６単位

居宅介護支援費Ⅰ
１，４１１単位

居宅介護支援費料金表

〃40人以上60人未満の
場合（40人目から該当）

居宅介護支援費Ⅱ
５４４単位

居宅介護支援費Ⅱ
７０４単位

〃60人以上場合
（60人目から該当）

居宅介護支援費Ⅲ
３２６単位

主任介護支援専門員1名及び介護支援専門員３名以上が
在籍しており､その他の法定要件を満たしている場合

要
介
護
度
に
よ
る
区
分
な
し

病院等の職員から利用者の情報提供をカンファレンス以外
の方法により1回受けている

病院等の職員から利用者の情報提供をカンファレンスに
より1回受けている

病院等の職員から利用者の情報提供をカンファレンス以外
の方法により2回受けている

病院等の職員から利用者の情報を2回受けており､うち1回
はカンファレンスによる

病院等の職員から利用者の情報提供を3回以上受けてお
りうち1回はカンファレンスによる

診察の場に同席し、利用者の心身の状況や生活環境など必要な情報を医
師へ伝えること、医師から受けた情報をケアプラン等に記録した場合

1･･･利用者について24時間連絡できる体制を確保。
2･･･亡くなった日及びその14日以内に2日以上訪問し､
     主治医､居宅サービス事業所に情報提供した場合

病院又は診療所の求めにより､当該病院又は診療所の
職員と共に利用者の居宅を訪問し､カンファレンスを行い
必要に応じて居宅サービス等の利用調整を行った場合


